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平成１９年地価公示に基づく地価動向について《千葉県》 

県土整備部都市計画課 
 
第１ 地価公示制度の概要 
１ 地価公示の目的 
   地価公示は、地価公示法第２条の規定により国土交通省土地鑑定委員会が、毎年 

1 回標準地の正常な価格を調査し、その結果を公示するものである。 
   この調査は、都道府県知事が行う地価調査〔国土利用計画法施行令第９条の規定

により毎年1 回（７月１日時点）基準地の標準価格を調査し公表〕とあわせて、一般

の土地の取引価格に対して指標を与えるとともに、公共事業用地の取得価格算定の 

基準とされ、また、国土利用計画法に基づく土地取引の規制における土地価格算定の

基準とされる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的としている。 
 
２ 調査対象区域・調査地点 

県内５７市区町村（都市計画区域：５５市区町村、都市計画区域外：２町）の   

１，４７２地点（都市計画区域：１，４７０地点、都市計画区域外：２地点）で    

調査が実施された。 
◎ 平成１９年地価公示 標準地数 

区 分 住宅地 宅 地
見込地

商業地
準 工
業 地

工業地
調区内
宅 地 林 地 合 計

継 続 地 点 数 1,089 7 194 54 46 62 6 1,458
選定替地点数 8 5  1 14

計 1,097 7 199 54 46 62 7 1,472
 
３ 地価公示価格の性格 
   地価公示価格（毎年１月１日時点）は、標準地の１平方メートル当たりの正常な

価格である。正常な価格とは、売り手・買い手双方に売り急ぎ、買い進み等の特殊

な事情がない取引で成立すると認められる価格であり、いわゆる売り手にも買い手

にも偏らない客観的な価格を表したものである。 
また、地価公示価格は、建物や、使用・収益を制限する権利がない、つまり土地

のみ（更地）の価格である。 
 

４ 基準日及び公表日 
   基準日      ：平成１９年１月１日 
   公表日〔官報公示〕：平成１９年３月２３日 
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第２ 地価公示の結果概要 
１ 全般的な動向 
 ○ 平成１８年１月以降の１年間の千葉県の地価は、住宅地、商業地、準工業地、  

工業地及び全用途平均の対前年平均変動率（以下「平均変動率」という。）が、平成

３年以来１６年ぶりに上昇に転じた。 
 ○ 平成１９年地価公示の県全域の継続地点（林地を除く。以下同じ。）１，４５２

地点の内、７７６地点で上昇、２５４地点で横ばいとなり、１８年地価公示    

（上昇２９８地点、横ばい１４３地点）に比べて、上昇、横ばい地点が大幅に増加

し地価の下げ止まり傾向がさらに広がった。 
 ○ 特に、東京近接地域では、継続地点８３１地点の内、６０５地点で上昇、１５２

地点で横ばいとなり、１８年地価公示（上昇２９６地点、横ばい１２２地点）に   

比べて、上昇地点が大幅に増加し、地価の上昇傾向がより鮮明になった。 
 
 （１） 住宅地の平均変動率は、１．６％（前年：▲１．５％）と上昇に転じ、県内

の調査対象５５市区町村の内、浦安市、市川市、袖ケ浦市などの２２市区町で

上昇、２市で横ばい、３０市町村で下落幅が縮小し、１町が１８年設定のため

下落となっている。 
 （２） 商業地の平均変動率は、３．６％（前年：▲０．８％）と上昇に転じ、県内

の調査対象５０市区町村の内、浦安市、市川市、千葉市中央区などの２３市区

で上昇、２町で横ばい、２５市町村で下落幅が縮小している。 
 （３） 全用途の平均変動率は、１．７％（前年：▲１．７％）と上昇に転じ、県内

の調査対象５７市区町村の内、浦安市、市川市、千葉市中央区などの２０市区

で上昇、２町で横ばい、３４市町村で下落幅が縮小し、１町が１８年設定の  

ため下落している。 
 
◎用途別対前年平均変動率                    （単位：％） 
  用途 
年 

住宅地 
宅 地 
見込地 

商業地 準工業地 工業地 
調区内 
宅 地 

全用途 
平 均 

平成19年 １．６ ▲１．１ ３．６ １．３ １．２ ▲２．１ １．７

平成18年 ▲１．５ ▲５．３ ▲０．８ ▲３．０ ▲５．１ ▲５．０ ▲１．７

※ 継続地点の標準地ごとの対前年変動率の和を当該標準地数で除したもの 
 
◎用途別平均価格                       （単位：円／㎡） 
  用途 
年 

住宅地 
宅 地 
見込地 

商業地 準工業地 工業地 
調区内 
宅 地 

全用途 
平 均 

平成19年 110,800 37,100 256,900 70,200 47,300 25,100 123,200
平成18年 107,100 33,700 235,400 68,200 47,200 25,500 117,400
※ 標準地ごとの価格の和を当該標準地数で除したもの 
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２ 地域別の動向 
（１） 住宅地 

ア 東京圏東京近接地域 【１４市区】 
   ○ 他の地域に比べて利便性や収益性に富む東京近接地域では、１４市区全てで

平均変動率が上昇となり、東京近接地域全体の平均変動率は、２．８％（前年：

▲０．２％）と上昇に転じた。 
   ○ 継続地点６４３地点の内、４６２地点で上昇、１２６地点で横ばいとなり、

１８年地価公示（上昇２２４地点、横ばい９５地点）に比べて、上昇地点が  

大幅に増加し、上昇傾向がより鮮明になっている。 
○ 都心への接近性、住環境等に優れ、戸建住宅・マンション等の希少性の高い

物件に需要が根強く、交通利便性や住環境の劣る一部の地域を除きほとんどの

地点が上昇となっている。 
   ○ また、流山市・柏市のつくばエクスプレス沿線の駅勢圏では、都心への   

アクセスが向上したことにより高水準で取引され、全ての地点で上昇又は  

横ばいとなっている。 
 

イ 東京圏その他地域 【１７市町村】 
   ○ 袖ケ浦市、市原市、鎌ケ谷市、木更津市、君津市では、平成３年以来１６年

ぶりに上昇に転じ、また、四街道市で横ばいとなった。 
これらの市以外では、依然として下落しているが、下落幅は大幅に縮小し、  

東京圏その他地域全体の平均変動率は、横ばい（前年：▲３．０％）となって  

いる。 
   ○ 継続地点３６７地点の内、１２８地点で上昇、６４地点で横ばいとなり、  

１８年地価公示（上昇２地点、横ばい１５地点）に比べて、上昇、横ばい地点

が大幅に増加し、下げ止まり傾向がさらに広がった。 
   ○ 都心直結の鉄道沿線地域では、市街地整備等による利便性の向上や住環境の

良好な住宅地における値頃感等を背景として、上昇地点が大幅に増加した。 
 
  ウ 地方圏 【２４市町村】 
   ○ 地方圏全体の平均変動率は、▲１．２％（前年：▲４．５％）と、引き続き   

下落したが、下落幅は大幅に縮小し、茂原市、館山市、大網白里町では、平成

３年以来１６年ぶりに上昇に転じ、また、鴨川市で横ばいとなった。 
   ○ 継続地点７９地点の内、１０地点で上昇、１４地点で横ばいとなり、１８年

地価公示（横ばい３地点）では見られなかった、上昇地点が現れるなど、利便

性・住環境等の良好な住宅地を中心に需給が改善されつつある。 
○ これらの地域以外では、人口減少の影響等により、郊外部を中心に需給が 

緩んでいること等を背景として、依然として下落している地点が多く、地方圏

全体では、約７割の地点が下落している。 
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（２） 商業地 

  ア 東京圏東京近接地域 【１４市区】 
   ○ 流山市以外の１３市区全てで平均変動率が上昇し、下落となった流山市でも

▲０．１％（前年：▲１．５％）とほぼ横ばいであり、東京近接地域全体の   

平均変動率は、６．７％（前年：１．７％）と、２年連続して上昇となった。 
   ○ 継続地点１１１地点の内、１００地点で上昇、９地点で横ばいと、ほぼ全て

の地点が上昇・横ばいとなった。 
   ○ 都心直結のＪＲ総武線・京葉線・常磐線の各駅周辺での高容積率に着目した

マンション用地需要が増大し、引き続き需要が堅調で、東京都心寄りの地区を

中心に、利便性・収益性の高い土地においては、上昇傾向がより鮮明になって

いる。 
 
  イ 東京圏その他地域 【１２市】 
   ○ 東京近接地域に比べ交通利便性が劣ることなどにより、１８年地価公示では

全ての市で下落となったが、１９年地価公示では、８市が平成３年以来１６年

ぶりに上昇に転じ、また、４市が下落となったが、下落した４市でも下落幅は

大幅に縮小し、東京圏その他地域全体の平均変動率でも、０．４％（前年   

▲３．６％）と上昇に転じた。 
   ○ 継続地点４４地点の内、２４地点で上昇、１０地点で横ばいとなり、１８年

地価公示（横ばい２地点）では見られなかった、上昇地点が大幅に増加した。 
   ○ 上昇した８市をはじめ東京圏その他地域の交通利便性が良く駅に近い商業

地では、マンション・戸建住宅用地としての需要も見られるなど、近年の大幅

な下落により商業地の価格水準が近接する住宅地の価格水準に近づき値頃感

が生じ、また、景気の回復とも相まって、地価の持ち直しの傾向が鮮明に   

なってきた。 
 
  ウ 地方圏 【２４市町村】 
   ○ 地方圏全体の平均変動率は、▲１．７％（前年：▲５．１％）と、引き続き   

下落したが、下落幅は大幅に縮小し、館山市、茂原市では、平成３年以来１６

年ぶりに上昇に転じ、また、大網白里町、大多喜町で横ばいとなった。 
○ 上昇・横ばいとなったこれらの地域でも、商業地としての需要は見られない

が、長年の下落による住宅地価格との接近や住宅用途への転換利用が見られ、

高値取引も顕在化している。 
○ これらの地域以外では、依然として下落している地点が多く、地方圏全体で

は、７割以上の地点が下落している。 
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３ 用途別の動向 

（１） 全用途平均 
  ア 変動率 
   ① 全用途の県平均変動率は、１．７％（前年▲１．７％）で、平成３年以来１６

年ぶりに上昇に転じた。 
   ② 県内の調査対象５７市区町村の内、２０市区で上昇、２町で横ばい、３５市町

村で下落したが、３４市町村では下落幅が縮小し、１町が１８年設定のため下落

した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、浦安市が１２．９％と最も高い上昇となって  

おり、次いで、市川市で９．６％、千葉市中央区で４．７％となっている。 
     一方、平均変動率で下落が高いのは、多古町が▲６．２％と最も高く、次いで、

東庄町の▲５．８％、神崎町の▲４．７％となっている。 
④ 継続地点１，４５２地点の内、７７６地点で上昇、２５４地点で横ばいと   

なっており、１８年地価公示に比べて、上昇・横ばい地点が大幅に増加した。 
  イ 価 格 
   ① 全用途の県平均価格は、１２３，２００円╱㎡で、前年より５，８００円上昇  

した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、浦安市が３４３，２００円╱㎡と最も高く、次いで、

市川市の２７４，７００円╱㎡、千葉市中央区の１９９，４００円╱㎡と続いて  

いる。 
 

（２） 住宅地 
  ア 変動率 
   ① 住宅地の県平均変動率は、１．６％（前年▲１．５％）で、平成３年以来１６

年ぶりに上昇に転じた。 
   ② 県内の調査対象５５市区町村の内、２２市区町で上昇、２市で横ばい、３１市

町村で下落したが、３０市町村では下落幅が縮小し、１町が１８年設定のため  

下落した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、浦安市が１２．０％と最も高い上昇となって  

おり、次いで、市川市で８．３％、袖ケ浦市で３．４％となっている。 
     一方、平均変動率で下落が高いのは、東庄町が▲５．７％と最も高く、次いで、

多古町の▲５．６％、神崎町の▲４．７％となっている。 
④ 継続地点１，０８９地点の内、６００地点で上昇、２０４地点で横ばいと   

なっており、１８年地価公示に比べて、上昇・横ばい地点が大幅に増加した。 
  ⑤ 標準地別の変動率は、浦安市弁天４丁目「浦安－２４」が１４．１％と最も   

上昇率が高く、次いで、千葉市中央区新宿１丁目「千葉中央－１９」の１４．０％、

浦安市高洲３丁目「浦安－１５」の１４．０％となっている。 
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     一方、変動率の下落が高いのは、我孫子市新木野３丁目「我孫子－３６」が   

▲６．５％で最も高く、次いで、同市新木野３丁目「我孫子－２８」の▲６．０％、

酒々井町下岩橋「酒々井－２」及び東庄町笹川い「東庄－２」の▲６．０％と   

なっている。 
 

【住宅地変動状況】 
市 区 町 村 標 準 地 

変 動 区 分 
１９年 １８年 １９年 １８年 

１０．０％～ １市 ― ５６ ―

５．０％～９．９％ １市 １市 ９３ ５７

０．１％～４．９％ ２０市区町 ３市区 ４５１ １６９

０．０％ ２市 ― ２０４ １１３

▲０．１％～▲４．９％ ２９市町村 ３９市区町村 ２７７ ６８５

▲５．０％～▲９．９％ ２町 １１市町村 ８ １１０

計 ５５市区町村 ５４市区町村 １，０８９ １，１３４

 
  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、１１０，８００円╱㎡で、前年より３，７００円上昇した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、浦安市が３２１，８００円╱㎡と最も高く、次いで、

市川市の２３１，８００円╱㎡、千葉市美浜区の１９２，８００円╱㎡と続いて  

いる。 
   ③ 標準地別の価格は、浦安市舞浜３丁目の区画整然とした閑静な高級住宅地内に

ある「浦安－１６」が４１０，０００円╱㎡と、平成１５年から連続して県内最高

価格となっている。次いで、同市美浜４丁目「浦安－１３」の４０４，０００円 

╱㎡、同市舞浜２丁目「浦安－１４」の４００，０００円╱㎡と続いている。 

 

（３） 宅地見込地 
  ア 変動率 
   ① 宅地見込地の県平均変動率は、平成１８年地価公示に比べて４．２ポイント  

縮小し、▲１．１％（前年▲５．３％）となっている。 
   ② 標準地別（各市区１地点）の変動率では、流山市が１．９％と１６年ぶりに   

上昇に転じ、松戸市及び柏市が横ばいとなり、千葉市中央区が▲０．７％、野田

市が▲１．１％、佐倉市が▲２．５％、木更津市が▲５．５％の下落となって   

いる。 
  イ 価 格 
  ① 県の平均価格は、３７，１００円╱㎡で、前年より３，４００円上昇した。 

   ② 標準別の価格は、松戸市が７０，０００円╱㎡と最も高く、次いで、流山市の  

５９，０００円╱㎡、柏市の４４，０００円╱㎡と続いている。 
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（４） 商業地 
  ア 変動率 
   ① 商業地の県平均変動率は、３．６％（前年▲０．８％）で、平成３年以来１６

年ぶりに上昇に転じた。 
   ② 県内の調査対象５０市区町村の内、２３市区で上昇、２町で横ばい、２５市町

村では下落となっているが、下落幅は大幅に縮小した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、浦安市が１５．９％と最も高い上昇となって  

おり、次いで、市川市で１５．２％、千葉市中央区で８．３％となっている。 
     一方、平均変動率で下落が高いのは、多古町が▲６．７％と最も高く、次いで、

東庄町の▲６．１％、印西市の▲４．５％となっている。 
④ 継続地点１９４地点の内、１２８地点で上昇、２６地点で横ばいとなっており、

１８年地価公示に比べて、上昇地点が大幅に増加した。 
   ⑤ 標準地別の変動率は、浦安市美浜１丁目「浦安５－２」が２２．４％と最も   

上昇率が高く、次いで、市川市市川１丁目「市川５－１０」の１８．３％、同市

南八幡４丁目「市川５－１」の１８．０％となっている。 
     一方、変動率の下落が高いのは、多古町多古「多古５－１」が▲６．７％で   

最も高く、次いで、東庄町笹川い「東庄５－１」の▲６．１％、印西市小林    

「印西５－１」及び香取市小見川「香取５－３」の▲４．８％となっている。 
 
【商業地変動状況】 

市 区 町 村 標 準 地 
変 動 区 分 

１９年 １８年 １９年 １８年 
１０．０％～ ２市 ― ２１ ７

５．０％～９．９％ ３市区 ２市 ４８ １０

０．１％～４．９％ １８市区 ８市区 ５９ ４９

０．０％ ２町 ２区 ２６ ２５

▲０．１％～▲４．９％ ２３市町村 ２２市町 ３８ ８１

▲５．０％～▲９．９％ ２町 １５市町村 ２ ３０

計 ５０市区町村 ４９市区町村 １９４ ２０２

 
  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、２５６，９００円╱㎡で、前年より２１，５００円上昇した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、市川市が６３５，７００円╱㎡と最も高く、次いで、

浦安市の６２３，５００円╱㎡、柏市の５０４，３００円╱㎡と続いている。 
   ③ 標準地別の価格は、千葉市中央区富士見２丁目の JR 千葉駅前広場に接面し、

店舗・事務所等が建ち並ぶ繁華性の高い商業地域内にある「千葉中央５－１」が

２，０００，０００円╱㎡と、昭和６２年から連続して県内最高価格となっている。 
次いで、柏市柏１丁目「柏５－１」の１，５００，０００円╱㎡、千葉市中央区

富士見１丁目「千葉中央５－２２」の１，２５０，０００円╱㎡と続いている。 
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（５） 準工業地 
  ア 変動率 
   ① 準工業地の県平均変動率は、１．３％（前年▲３．０％）で、平成３年以来    

１６年ぶりに上昇に転じた。 
   ② 県内の調査対象１９市区町の内、１０市区で上昇、４市町で横ばい、５市では

下落となっているが、下落幅は大幅に縮小した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、浦安市が１５．８％と最も高い上昇となって  

おり、次いで、市川市で９．３％、千葉市美浜区で２．０％となっている。 
     一方、平均変動率で下落が高いのは、野田市が▲３．０％と最も高く、次いで、

木更津市の▲１．７％、君津市の▲１．５％となっている。 
④ 継続地点５４地点の内、２３地点で上昇、１２地点で横ばいとなっており、  

１８年地価公示に比べて、上昇・横ばい地点が大幅に増加した。 
   ⑤ 標準地別の変動率は、浦安市鉄鋼通り２丁目「浦安７－２」が２０．８％と   

最も上昇率が高く、次いで、同市港「浦安７－３」の２０．０％、市川市二俣   

「市川７－２」の１５．４％となっている。 
     一方、変動率の下落が高いのは、野田市中野台鹿島町「野田７－１」が     

▲３．０％で最も高く、次いで、君津市人見「君津７－１」の▲２．６％、     

木更津市潮見７丁目「木更津７－２」の▲２．１％となっている。 
 
【準工業地変動状況】 

市 区 町 村 標 準 地 
変 動 区 分 

１９年 １８年 １９年 １８年 
１０．０％～ １市 １市 ３ ２

５．０％～９．９％ １市 ― １ －

０．１％～４．９％ ８市区 １市 １９ ３

０．０％ ４市町 ― １２ １

▲０．１％～▲４．９％ ５市 １２市区町 １９ ３４

▲５．０％～▲９．９％ ― ５市 ― １４

計 １９市区町 １９市区町 ５４ ５４

 
  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、７０，２００円╱㎡で、前年より２，０００円上昇した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、浦安市が１４１，０００円╱㎡と最も高く、次いで、

市川市の１３２，５００円╱㎡、松戸市の１１９，６００円╱㎡と続いている。 
   ③ 標準地別の価格は、浦安市北栄４丁目「浦安７－１」が１９０，０００円╱㎡で

県内最高価格となっている。 
次いで、松戸市中根長津町「松戸７－３」の１６２，０００円╱㎡、市川市二俣

１丁目「市川７－１」の１６０，０００円╱㎡と続いている。 
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（６） 工業地 
  ア 変動率 
   ① 工業地の県平均変動率は、１．２％（前年▲５．１％）で、平成３年以来１６

年ぶりに上昇に転じた。 
   ② 県内の調査対象１５市区の内、８市区で上昇、７市では下落となっているが、

下落幅は大幅に縮小した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、市川市が１８．０％と最も高い上昇となって  

おり、次いで、千葉市中央区で４．０％、千葉市花見川区で２．６％となって   

いる。 
     一方、平均変動率で下落が高いのは、野田市が▲４．２％と最も高く、次いで、

柏市の▲２．９％、君津市の▲２．４％となっている。 
④ 継続地点４６地点の内、１８地点で上昇、６地点で横ばいとなっており、１８

年地価公示に比べて、上昇地点が大幅に増加した。 
   ⑤ 標準地別の変動率は、市川市高浜町「市川９－３」が２０．６％と最も上昇率

が高く、次いで、同市塩浜３丁目「市川９－１」の２０．３％、同市二俣新町   

「市川９－２」の１８．６％、同市田尻１丁目「市川９－４」の１２．５％と    

なっている。 
     一方、変動率の下落が高いのは、野田市中里「野田９－１」が▲５．０％で   

最も高く、次いで、同市蕃昌新田「野田９－３」の▲４．１％、柏市若白毛    

「柏９－４」の▲４．０％となっている。 
 

【工業地変動状況】 
市 区 町 村 標 準 地 

変 動 区 分 
１９年 １８年 １９年 １８年 

１０．０％～ １市 ― ４ ―

５．０％～９．９％ ― ― ２ １

０．１％～４．９％ ７市区 １市 １２ ―

０．０％ ― ― ６ ２

▲０．１％～▲４．９％ ７市 ７市区 ２１ １７

▲５．０％～▲９．９％ ― ７市区 １ ２６

計 １５市区 １５市区 ４６ ４６

 
  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、４７，３００円╱㎡で、前年より１００円上昇した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、市川市が８９，５００円╱㎡と最も高く、次いで、  

船橋市の６６，３００円╱㎡、柏市の６２，４００円╱㎡と続いている。 
   ③ 標準地別の価格は、市川市田尻１丁目「市川９－４」が１３５，０００円╱㎡で

県内最高価格となっている。次いで、千葉市稲毛区長沼原町「稲毛９－２」の   

８６，０００円╱㎡、船橋市習志野４丁目「船橋９－３」の８４，０００円╱㎡と

続いている。 
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（７） 市街化調整区域内宅地 
  ア 変動率 
   ① 市街化調整区域内宅地の県平均変動率は、平成１８年地価公示に比べて２．９

ポイント縮小し、▲２．１％（前年▲５．０％）となっている。 
   ② 県内の調査対象２５市区町村の内、４市区で上昇、２市で横ばい、１９市区町

村は下落となっているが、下落幅は大幅に縮小した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、市川市が２．７％と最も高い上昇となっており、

次いで、千葉市緑区で１．５％、四街道市及び千葉市花見川区で０．７％、と   

なっている。 
     一方、平均変動率で下落が高いのは、酒々井町が▲７．６％と最も高く、次い

で、印西市の▲４．８％、我孫子市の▲４．６％となっている。 
④ 継続地点６２地点の内、６地点で上昇、４地点で横ばいとなっており、１８年

地価公示では見られなかった、上昇地点が現れた。 
   ⑤ 標準地別の変動率は、千葉市緑区刈田子町「千葉緑１０－１」が４．８％と   

最も上昇率が高く、次いで、市川市柏井町「市川１０－１」の２．７％、千葉市

花見川区横戸町「花見川１０－４」の１．８％となっている。 
     一方、変動率の下落が高いのは、酒々井町馬橋「酒々井１０－１」が▲７．６％

で最も高く、次いで、成田市北羽鳥「成田１０－５」の▲５．４％、印西市浦部

「印西１０－１」の▲４．８％となっている。 
 
【市街化調整区域内宅地変動状況】 

市区町村 標準地 
変 動 区 分 

１９年 １８年 １９年 １８年 
１０．０％～ ― ― ― ―

５．０％～９．９％ ― ― ― ―

０．１％～４．９％ ４市区 ― ６ ―

０．０％ ２市 ２市 ４ ２

▲０．１％～▲４．９％ １８市区町村 １１市区村 ５０ ２５

▲５．０％～▲９．９％ １町 １２市町村 ２ ３６

計 ２５市区町村 ２５市区町村 ６２ ６３

 
  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、２５，１００円╱㎡で、前年より４００円下落した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、流山市が５９，３００円╱㎡と最も高く、次いで、  

市川市の５７，０００円╱㎡、千葉市若葉区の５０，８００円╱㎡と続いている。 
   ③ 標準地別の価格は、千葉市若葉区加曽利町「若葉１０―２」６１，０００円╱

㎡で県内最高価格となっている。次いで、流山市上貝塚「流山１０－１」の    

５９，３００円╱㎡、市川市柏井町２丁目「市川１０－１」の５７，０００円╱㎡

と続いている。 
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（８） 林 地 
   ○ 林地の県平均変動率は、平成１８年地価公示に比べて５．５ポイント縮小し、

▲６．６％（前年▲１２．１％）となっている。 
   ○ 県の平均価格は、１，９００円/㎡で、１８年地価公示と同額である。 
   〔調査市及び地点数〕 
    千葉市緑区、木更津市、成田市、市原市、八千代市、印西市、白井市 

・・・各１地点 


